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平成２７年度 産業機械の受注見通し 

 

平成２７年２月 

一般社団法人日本産業機械工業会 

 

 平成２６年度のわが国経済は、消費増税後の需要低迷や輸出の伸び悩みなどを背景に、

ＧＤＰが４－６月期と７－９月期の２期連続でマイナス成長となるなど、力強さに欠く状

況にあった。 

 そのような情勢の下、平成２６年度と平成２７年度の産業機械（当工業会取扱い）の受

注見通しを以下の通り策定した。 

 

（平成２６年度） 

 内需は、民需・官公需ともに増加し、対前年度比７．１％増の３兆１，８８３億円と

見込んだ。民需は、化学、非鉄金属、情報通信、自動車、造船、鉱業、建設、電力、運

輸、ガス等で増加し、前年度実績を上回ると見込んだ。官公需は、ボイラ・原動機、ポ

ンプ、送風機、ごみ処理装置等で増加し、前年度実績を上回ると見込んだ。 

 外需は、アジア、ヨーロッパ、南アメリカ、アフリカ、オセアニア、ロシア・東欧向

けで増加し、対前年度比３８．８％増の２兆４，９４９億円と見込んだ。 

 この結果、内外総合では、対前年度比１９．０％増の５兆６，８３３億円となり、 

２年連続で前年度実績を上回ると見込んだ。 

 

（平成２７年度） 

 内需は、資材価格の上昇や建設業の人手不足等の影響が懸念されるものの、民需がけ

ん引役となる形で緩やかに増加し、対前年度比２．１％増の３兆２，５４４億円と見込

んだ。民需は、平成２７年１月の政府経済見通しによると、輸出や国内生産の増加、企

業収益の改善や政策効果等により民間設備投資が引き続き増加すると見込まれており、 

更新需要のみならず国内の「ものづくり強化」に向けた設備投資も徐々に回復していく

ものと思われるが、海外への生産移管や国内生産拠点の集約等が進む中、大型投資に慎

重な姿勢を続ける業種が多いと見られ、需要の大幅な増加は期待しがたい状況であるこ

とから、回復の勢いが緩やかなものに留まるものと見込んだ。また、官公需は、震災復

興や老朽インフラ対策等の需要により、前年度を若干上回るものと見込んだ。 

 外需は、原油安を背景とした資源国での需要の落ち込み等の不安要素があるものの、

新興国等の資源・エネルギー・環境分野のインフラ整備や工業化投資の他、日本企業の

海外生産拠点の充実に向けた設備投資、わが国のトップセールスによる経済外交の効果、

先進国における老朽インフラの更新等による需要の増加を見込み、ただし、前年度に化

学プラントの大型プロジェクトを受注した反動が見込まれることから、受注金額として

はほぼ前年度並みの、対前年度比０．１％増の２兆４，９８６億円と見込んだ。 

 この結果、内外総合では、対前年度比１．２％増の５兆７，５３１億円となり、３年

連続で前年度実績を上回ると見込んだ。  

本資料の対外公表（解禁）日時

平成２７年２月２７日１４時 
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１．ボイラ・原動機 

 

平成２６年度 

 

 内需は、非鉄金属、電力、運輸、その他非製造業の増加により、対前年度比１０７．５％

の１兆９６２億円と見込んだ。 

 外需は、北アメリカ、アフリカ、オセアニアの増加により、対前年度比１０５．０％の

４，９３８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０６．７％の１兆５，９００億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、原子力発電の代替ベース電源の確保や自家発電設備の導入・増強等に伴う需要

が前年度並みに推移すると見て、受注金額としては前年度並みの、対前年度比１００．０％

の１兆９０６億円と見込んだ。 

 外需は、米国や欧州における火力発電所に関するＣＯ２排出規制等の影響が懸念されるも

のの、新興国を中心に電力需要の増加を背景とした高効率な発電プラントや分散型発電設

備の新設プロジェクト等は増加していることから、対前年度比１３０．０％の 

６，４１９億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０９．３％の１兆７，３８１億円と見込んだ。 

 

 

２．鉱山機械 

 

平成２６年度 

 

 内需は、鉄鋼、鉱業、建設の増加により、対前年度比１１０．０％の１８１億円と見込

んだ。 

 外需は、アフリカ、ロシア・東欧の増加により、対前年度比１０５．０％の４７億円と

見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０８．９％の２２８億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、東京五輪効果などインフラ整備に伴う需要増が続き、対前年度比１１０．０％

の１９９億円と見込んだ。 

 外需は、東南アジアを中心にインフラ整備や資源開発等での需要が増加し、対前年度比

１２０．０％の５６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１１２．１％の２５６億円と見込んだ。 
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３．化学機械 

（冷凍機械、環境装置のうち大気汚染防止装置と水質汚濁防止装置を含む） 

 

平成２６年度 

 

 内需は、はん用・生産用、業務用機械、電力、その他非製造業が減少したものの、化学、

造船、鉱業、官公需が増加したことから、受注金額としては前年度並みの、対前年度比 

１００．０％の７，０５１億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、ロシア・東欧の増加により、対前年度比２２０．０％の 

１兆２，４６２億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１５３．５％の１兆９，５１４億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、民需では生産設備の更新・高度化や電力関連の環境装置等の需要が底固く推移

するものの、ウェイトの大きい石油・化学業界では設備の統合・集約が進み増加は見込み

がたく、また、官公需についても下水汚泥のバイオガス有効利用など新技術に対する需要

が拡大する形で前年度並みとなり、全体の受注金額としてはほぼ前年度並みの、対前年度

比１００．０％の７，０５１億円と見込んだ。 

 外需は、原油安を背景とした資源国での需要の落ち込み等の不安要素があるものの、石

油やガス、化学、肥料等の設備投資がアジアやアフリカ等で増加しており、さらに新興国

での水処理等のインフラ整備や日系メーカの現地工場の能力増強等に伴う需要も増加して

いくものと思われる。ただし、受注金額は前年度に大幅増した反動が見込まれることから

前年度実績を下回り、対前年度比８５．０％の１兆５９３億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９０．４％の１兆７，６４５億円と見込んだ。 

 

 

４．タンク 

 

平成２６年度 

 

 内需は、石油製品の減少により、対前年度比９５．０％の２１２億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの減少により、対前年度比８５．０％の６５４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比８７．３％の８６６億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、LNG や水素関連のインフラ整備に伴う需要が緩やかに増加するものの、ウェイト

の大きい石油業界ではエネルギー供給構造高度化法の新基準への対応等により増加は見込

みがたく、受注金額としては前年度並みの、対前年度比１００．０％の２１２億円と見込

んだ。 

 外需は、原油安を背景とした資源国での需要の落ち込み等の不安要素があるものの、新

興国等のエネルギー需要の拡大を背景に、アジアや中東、アフリカ等での需要が増加する

ものと見込み、対前年度比１０５．０％の６８６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０３．８％の８９８億円と見込んだ。 
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５．プラスチック加工機械 

 

平成２６年度 

 

 内需は、業務用機械、電気機械、情報通信、自動車、その他輸送機械の増加により、対

前年度比１１０．０％の７２８億円と見込んだ。 

 外需は、アジアが減少したものの、中東、アフリカ、ロシア・東欧の増加により、受注

金額としては前年度並みの、対前年度比１００．０％の１，１５４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０３．６％の１，８８３億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、自動車関連や電子部品等の設備投資が引き続き増加すると見て、 

対前年度比１０５．０％の７６５億円と見込んだ。 

 外需は、アジアでのスマートフォン・タブレット関連や自動車、北アメリカでの自動車

などの需要が続き、受注金額としてはほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％の 

１，１５４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０１．９％の１，９１９億円と見込んだ。 

 

 

６．ポンプ 

 

平成２６年度 

 

 内需は、化学、石油製品、建設が減少したものの、鉄鋼、情報通信、運輸、官公需の増

加により、受注金額としてはほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％の２，４６６億

円と見込んだ。 

 外需は、中東、北アメリカが増加するものの、アジアの減少により、受注金額としては

ほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％の８８７億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１００．０％の３，３５４億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、官公需が設備の維持・補修等により底固く推移する中、製造業の設備の更新や

電力・ガス関連の需要増により、対前年度比１０５．０％の２，５８９億円と見込んだ。 

 外需は、原油安を背景とした資源国での需要の落ち込み等の不安要素があるものの、資

源・エネルギー・化学プラントやインフラ整備等に伴う需要がアジアを始めとする多くの

地域で引き続き増加すると見られることから、対前年度比１０５．０％の９３２億円と見

込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の３，５２１億円と見込んだ。 
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７．圧縮機 

 

平成２６年度 

 

 内需は、化学、石油製品、鉄鋼、はん用・生産用、電気機械、建設、電力の増加により、

対前年度比１１０．０％の１，３２９億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、中東、北アメリカ、アフリカの減少により、対前年度比８５．０％の

１，３８２億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９５．７％の２，７１１億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、製造業の更新需要に加え、建設や電力等での需要も増加すると見て、対前年度

比１０５．０％の１，３９５億円と見込んだ。 

 外需は、原油安を背景とした資源国での需要の落ち込み等の不安要素があるものの、ア

ジア等の石油・化学・ガスプラントや、北アメリカのシェールガス関連の需要に加え、新

興国の工業化等に伴う需要の増加を見込み、対前年度比１０２．５％の１，４１７億円と

見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０３．７％の２，８１３億円と見込んだ。 

 

 

８．送風機 

 

平成２６年度 

 

 内需は、鉄鋼、自動車、建設、官公需の増加により、対前年度比１２０．０％の 

２３１億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの増加により、対前年度比１１０．０％の５２億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１１８．０％の２８３億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、製造業の更新需要の他、道路トンネル用の換気設備や電力関連での需要増によ

り、対前年度比１０５．０％の２４３億円と見込んだ。 

 外需は、原油安を背景とした資源国での需要の落ち込み等の不安要素があるものの、ア

ジア等でのインフラ整備や発電・製鉄・石化プラント等での需要増により、対前年度比 

１０５．０％の５４億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．０％の２９７億円と見込んだ。 
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９．運搬機械 

 

平成２６年度 

 

 内需は、化学、鉄鋼、自動車、造船、電力の増加により、対前年度比１０５．０％の 

２，１２９億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、南アメリカ、ロシア・東欧の増加により、対前年度比１２０．０％の

１，０４３億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０９．５％の３，１７３億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、生産設備や物流センター等の省エネ・省力化投資、電力関連や港湾施設等の更

新需要が増加すると見て、対前年度比１０５．０％の２，２３５億円と見込んだ。 

 外需は、アジアを中心に、生産設備、物流センター等の効率化・自動化に関するマテハ

ン・物流機器等の需要増や、港湾施設、発電・製鉄プラント等でのクレーン等の需要が増

加すると見て、対前年度比１１０．０％の１，１４８億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０６．６％の３，３８４億円と見込んだ。 

 

 

10．変速機 

 

平成２６年度 

 

 内需は、化学、石油製品、金属製品、情報通信、自動車、その他輸送機械、建設、電力、

運輸、官公需の増加により、対前年度比１０５．０％の４１０億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、南アメリカ、ロシア・東欧が減少したものの、ヨーロッパ、北アメリ

カの増加により、受注金額としてはほぼ前年度並みの、対前年度比１００．０％の 

６９億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０４．３％の４７９億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、物流機器等の産業機械での需要増により、対前年度比１０５．０％の 

４３１億円と見込んだ。 

 外需は、アジア、北アメリカを始め、多くの地域で増加すると見て、対前年度比 

１１０．０％の７５億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０５．７％の５０７億円と見込んだ。 
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11．金属加工機械（製鉄機械） 

 

平成２６年度 

 

 内需は、鉄鋼の増加により、対前年度比１１０．０％の６１５億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの減少により、対前年度比８５．０％の７３０億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比９４．９％の１，３４５億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、国内の粗鋼生産が前年度並みで推移すると見込まれる中、主力の鉄鋼向けでは

設備の維持・更新が中心となると見て、受注金額としてはほぼ前年度並みの、対前年度比

１００．０％の６１５億円と見込んだ。 

 外需は、高品質な鉄鋼製品等のニーズの高まりを背景に、アジア等で需要が増加すると

見て、対前年度比１０５．０％の７６７億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０２．７％の１，３８２億円と見込んだ。 

 

 

12．その他産業機械 

（業務用洗濯機、メカニカルシール等を含むが、中核をなすのは官公需向けごみ処理装

置である。） 

 

平成２６年度 

 

 内需は、官公需の増加により、対前年度比１２０．０％の５，５６４億円と見込んだ。 

 外需は、アジアの増加により、対前年度比１２０．０％の１，５２６億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１２０．０％の７，０９１億円と見込んだ。 

 

平成２７年度 

 

 内需は、福島の災害廃棄物の焼却・減容化設備の発注量が前年度に比べ減少すると思わ

れるが、官公需向け都市ごみ処理装置の改良工事等の増加により、対前年度比１０５．０％

の５，８４２億円と見込んだ。 

 外需は、アジアを中心にごみ焼却処理に関する需要が増加すると見て、対前年度比 

１１０．０％の１，６７９億円と見込んだ。 

 内外総合では、対前年度比１０６．１％の７，５２２億円と見込んだ。 
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